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①　高齢者一人ひとりの自立と選択を支援
②　高齢者の生活を支えるための適切な住まいの確保 
③　適切な医療・介護サービス等の一体的な提供 
④　住民主体の生活支援・介護予防サービスと高齢者の社会参加 

■ 施策の方向性

支援
相談

住まい 老人保健施設

介護予防

通いの場、介護予防教室、サロン、
リハビリテーションの提供、

フレイル予防、就労の場、生涯教育

見守り、配食、家事援助、外出支援等

高齢者の生活の安全・安心を確保

生活支援コーディネーター、
区市町村/東京都社会福祉協議会、社会福祉法人、
町会・自治会、ＮＰＯ法人、民生委員・児童委員、
民間事業者（スーパー・コンビニ・ライフライン
事業者・警備会社・配食事業者）等

居住
支援

生活支援

地域住民
（町会・自治会、住民主体の団体、社会福祉協議会、

老人クラブ、シルバー人材センター、ＮＰＯ法人、
民生委員・児童委員、ボランティア等）

住民主体の団体（高齢者のグループ活動）、
老人クラブ、シルバー人材センター 等

リハビリテーション
専門職（※）

（※）理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、柔道整復師、あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師等

認知症支援

かかりつけ医・認知症サポート医、
認知症疾患医療センター、認知症初期集中支援チーム、
認知症地域支援推進員、
家族会、認知症サポーター、認知症カフェ、
介護サービス（在宅系、施設・居住系）、成年後見等

認知症の人と家族への支援

訪問看護、リハビリテーション、
定期巡回・随時対応型訪問介護看護、
看護小規模多機能型居宅介護、
居宅療養管理指導 等

診療所・病院
歯科診療所、薬局

高度急性期病院
急性期病院
回復期病院
慢性期病院

医療

入院医療外来・在宅医療

介護サービスの提供

切れ目ない医療サービスの提供

連
携

特別養護老人ホーム、
認知症グループホーム、
特定施設入居者生活介護 等

介護

居宅介護支援事業所
訪問介護、通所介護、ショートステイ、
福祉用具貸与、小規模多機能型居宅介護 等

在宅療養支援窓口

連携

介護支援専門員（ケアマネジャー）、
介護福祉士、社会福祉士、精神保健福祉士、
医師、歯科医師、歯科衛生士、薬剤師、保健師、看護師、
管理栄養士・栄養士、リハビリテーション職（※）等

ケアマネジャー

かかりつけ医（在宅医）

居住支援協議会
居住支援団体
不動産事業者
賃貸住宅事業者

者が安心して地域で暮らし続けることができる地域包括ケアシ各要素が連携・協働し、住民が互いに支え合いながら、高齢
ステムの構築を目指します。

互 い に  支え合う

地域包括支
（保健師、社会福祉士、

援センター
主任介護支援専門員等）

自宅
サービス付き高  齢者向け住宅、

 有料老人ホーム、 養護老人ホーム、 
都市型軽費老人ホー  ム、ケアハウス等

地域包括ケアシ　ステムを支える

人材の確保・ 定着・育成

民間賃貸住宅への
円滑な入居を支援

計画の考え方 （本文　第１部）

○ 「老人福祉計画」と「介護保険事業支援計画」を一体的に策定
○ 平成 30 年度から平成 32 年度までの３か年の計画
○ 「団塊の世代」が 75 歳以上となる平成 37 年を見据えた計画

■ 計画の概要 ■ 重点分野

地域で支え合いながら安心して暮らし続けることができる東京
高齢者が、経験や能力を活かして居場所と役割を持ち、地域で支え、支えられながら、
自らが望む住まい方、暮らし方、生き方を様々な選択肢の中から主体的に選び、
安心して共に暮らし続けることができる東京のまちづくりを推進 

■ 計画の理念
　 介護保険制度の円滑・適正な運営と区市町村への支援

適切なケアマネジメントやサービスが提供され、一人ひとりの高齢者が尊厳を保持して
その人らしい自立した日常生活を営むことができることを目指す

　 介護サービス基盤の整備
在宅サービスや施設サービス等の介護サービス基盤をバランスよく整備し、
介護が必要になっても高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らすことができることを目指す

　 高齢者の住まいの確保と福祉のまちづくりの推進
高齢者が多様なニーズに応じた居住の場を選択できるようにするとともに、
地域で安全に安心して暮らすことができる環境を整備することを目指す

　 介護人材対策の推進
より多くの人が介護の仕事に就くことを希望し、仕事に就いた後もやりがいを持って
働ける環境を整備することで、質の高い介護人材の確保を目指す

　 在宅療養の推進
医療・介護サービスの従事者が連携して、病院に入院しても円滑な在宅療養に移行し、
在宅での生活を維持しながら医療・介護サービスの提供を受けることができることを目指す

　 認知症対策の総合的な推進
認知症高齢者が、容態に応じて適切な医療・介護・生活支援等を受けることができるよう、
様々な地域資源が連携したネットワークを構築し、認知症になっても安心して暮らせる
まちの実現を目指す

　 介護予防の推進と支え合う地域づくり
高齢者がいきいきと地域で暮らし、ボランティア等の地域社会の担い手として活躍できる
ことを目指すとともに ,、高齢者を地域で支え、高齢者のニーズに応じた生活支援サービ
ス等が提供されることを目指す
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重点分野

6 認知症対策の総合的な推進
～認知症になっても安心して暮らせる東京を目指して～ （本文　第２部 第６章）

認知症対策の推進に向けた取組

認知症対策の総合的な推進

○�　認知症の人が、住み慣れた地域で自分らしく暮らし続けられるため、区市町村をはじ
めとした関係機関と連携し、認知症対策を総合的に推進することが必要

○�　平成 19年度から、学識経験者、医療・介護関係者、都民等からなる「東京都認知症対策推進会議」を設
置し、認知症の人と家族に対する支援体制の構築について検討している
○�　認知症の人と家族にやさしい地域づくりのため、認知症が誰にでも身近な病気であることなど、都民の
認知症に対する理解を深めることが重要

■�　「東京都認知症対策推進会議」で、中長期的な施策を検討
■�　パンフレット「知って安心�認知症」を活用した普及啓発、および区市町村におけるパ
ンフレットの活用など地域における普及啓発の取組を支援
■�　認知症のポータルサイト「とうきょう認知症ナビ」において、認知症の基礎知識や相
談窓口等をわかりやすく紹介し、都民への情報発信を充実
■�　都民向けシンポジウムの開催など、都民の認知症に関する理解を促進

認知症の容態に応じた適時・適切な支援の提供

○�　認知症は原因疾患や進行段階で症状が異なり、段階に応じ適切な医療提供が必要
○�　身体合併症や行動・心理症状の発症時に適切に対応できる診療体制の整備、および地域の多くの医療機
関がその機能や特性に応じ、連携して対応することが求められる
○�　平成 25年度から、区市町村の認知症支援コーディネーターと地域拠点型認知症疾患医療センターの認知
症アウトリーチチームが連携して、受診困難な認知症の疑いのある高齢者等を訪問支援するなど、認知症
の早期発見・診断・対応の取組を推進

■�　区市町村（島しょ地域を除く）に設置した認知症疾患医療センターにより、専門医療
の提供、医療機関同士及び医療・介護の連携を推進

■�　地域拠点型認知症疾患医療センターでの協議会の開催、地域の医療・介護従事者向け研修等により、身体
合併症や行動・心理症状を有する認知症の人を地域で受け入れる体制づくりを推進
■�　「認知症支援推進センター」
の認知症専門医等が島しょ地
域の医療従事者等に対し相談
支援を実施
■�　認知症の医療・介護・生活
支援等の情報に精通し、個
別ケース支援のバックアップ
等を担う認知症支援コーディ
ネーターを配置する区市町村
を支援することで、地域の認
知症対応力を向上

現状と課題

施策の方向

現状と課題

施策の方向

認知症の人と家族を支える人材の育成

○�　全ての介護サービス事業者が、認知症介護の知識やノウハウを学ぶことが必要
○�　認知症介護指導者（平成 28年度末現在 78人）や認知症介護実践リーダー研修修了者（平成 28年度末
現在 1,551 人）等が、自施設・事業所内における認知症支援のリーダー役を担うほか、地域の社会資源を
活用して認知症の人を支援することが期待される
○�　身体合併症を有する認知症の人も多く、認知症と身体疾患の相互の影響を踏まえた身体管理も重要
○�　高齢者に身近な診療所や急性期病院等において、認知症の人が適切な治療やケアを受けられるよう、認
知症に精通した医師や看護師等の医療従事者を育成することも急務

■�　介護従事者に対して認知症介護に関する基礎的及び実践的な研修を実施するとともに、
地域密着型サービス事業所の管理者等に対して適切なサービス提供に関する知識を修得
させるための研修を実施し、認知症介護の技術を向上

■�　認知症ケアのリーダー役を担う認知症介護指導者や認知症介護実践リーダーを引き続き養成し、認知症ケ
アの質の向上を図るとともに、地域における活用が進むよう検討
■�　医療従事者への研修の実施等により、地域における認知症医療の充実と認知症対応力向上を図る

認知症の人と家族を支える地域づくり

○�　医療・介護従事者や関係機関が連携して認知症の人への支援を行うとともに、地域の
実情に応じたネットワークづくりを進めることが必要

○�　都では地域や職域において認知症の人や家族を手助けする「認知症サポーター」の養成を支援しており、
平成 29年 12月末現在、約 64万人を養成
○�　行方不明となった認知症高齢者を早期に発見するためのネットワークづくりや、身元不明高齢者等の情
報を区市町村が更新し、閲覧できる関係機関の情報共有サイトを構築するなど対応
○�　若年性認知症総合支援センターで、経済問題や多重介護など様々な相談にワンストップで対応

■�　モデル事業の成果を踏まえ、認知症の初期（軽度認知障害を含む。）から中・重度まで
の段階に応じて適切な支援が受けられる体制づくりを推進

■�　介護者支援の拠点となる医療機関と連携した認知症カフェの設置や家族会の活動の支援など、地域の実情
に応じて、認知症の人と家族の支援に取り組む区市町村を支援
■�　若年性認知症総合支援センターの支援を充実するほか、当センターで蓄積したノウハウを活用し、地域包
括支援センターの職員など支援者向け研修を実施するなど、地域の相談支援対応力を向上

現状と課題

施策の方向

現状と課題

施策の方向

○�　認知症の人ができる限り住み慣れた地域で自分らしく暮らし続けることを可能とするケアモデルを開発する
ため、地方独立行政法人東京都健康長寿医療センター及び公益財団法人東京都医学総合研究所と協働して、2
か年のモデル事業を実施しました。

○�　認知症の状態（軽度認知障害を含む）にあるにも関わらず、必要な支援につながっていない方が相当数存在
することから、地域とのつながりが希薄になりがちな大規模団地等では、認知症とともに生きる人が、適切な
時に適切な支援を利用できる地域づくりが重要であることが分かりました。

○�　また、モデル事業で開発した介護事業所向けの「日本版 BPSDケアプログラム」は、介護拒否や暴言などの
認知症の行動・心理症状の改善や出現頻度の減少等の成果が得られました。

○�　都ではこうした結果を踏まえ、認知症の人と家族を支える地域づくりに向けた取組を進めていきます。

コ  ラ  ム　認知症の人の在宅生活継続を支援するケアモデルの構築

■ 認知症は誰でもかかる可能性のある身近な病気です
■ 認知症とは？
■ 認知症の予防につながる習慣
■ 認知症に早く気づくことが大事！
■ 「自分でできる認知症の気づきチェックリスト」をやってみましょう！
■ 認知症になるとどのように感じるの？
■ 認知症の人を支えるために
■ こんな時はどこに相談したらいいの？
東京都認知症疾患医療センター 一覧
区市役所・町村役場
成年後見制度利用に関する相談先 一覧
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認知症の人にやさしいまち 東京を目指して

〈認知症疾患医療センターの指定状況〉




